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サブ項目

1.要旨
(1) 序論及び本便覧の目的、
(2) 不正に対処する際に注意すべき基礎的事実

3.不正に対する救済
(1) 訴訟提起前にとるべき措置（A. 証拠の収集もしくは保全、B. 最初に警告を与えること）
(2) 不正競争（A. 不正競争への救済を求めるための要件、B. 工業所有権による保護との関係）
(3) 行政措置
(4) 水際措置
(5) 民事訴訟
(6) 刑事訴訟
(7) 仲裁

2.不正の予防及び発見
(1) 工業所有権の取得（A. 商標及びサービス・マーク、B. 特許、C. 実用新案、D. 工業意匠）、
(2) 技術のライセンス供与及び移転（A. 技術の自発的ライセンス供与及び移転、B. 強制ライセンス）
(3) 他者の係属出願及び、もしくは付与された権利に対する対抗措置（A. 他者の係属出願及び付与された権利に関する情報の収
集、B. 他者の係属出願の権利取得を防止するための措置、C. 他者の取得権利を査定取消するための措置）

特記事項

URL http://www.jetro.go.jp/biz/world/asia/ph/ip/pdf/2000_mohou.pdf
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